






























令和４年度法科大学院入学試験【前期日程・開放型特別選抜前期日程】 
法律科目試験 出題の趣旨 

 
憲法 
第 1 問 

 本問は、外国人の人権に関する問題である。関連判例としては、マクリーン事件判決（最
大判 S53・10・4 民集 32・7・1223）がある。主要な論点としては、①外国人の人権享有主体
性、②入国の自由と在留する自由の保障の有無と程度、③政治活動の自由の保障の有無と程
度、④政治活動の自由と在留制度との関係等がある。当該判例と学説を踏まえた解答が求め
られる。 

 
第２問 
 本問は、国会が「唯一」の立法機関であることの意味としていわれる「国会単独立法の原則」
および「国会中心立法の原則」と、一見したところそれに反するようにも見える実際の立法な
いし立法過程のあり方について、憲法の関連規定も踏まえて説明することを求めるものである。
権力分立や民主的統制といった大きな原則に還元して一般論を振り回すのではなく、①～③の
論点についてそれぞれ具体的に検討がなされることが重要であるが、①～③の相互の関連性に
も言及することができれば申し分のない解答となろう。 
 
刑法 
第 1 問 

本問は、殺人罪及び自殺関与罪の区別に関する問いであり、とりわけ、被害者の自殺意思（承
諾）の有効性についての知識を問うものである。事例における事実は、最判昭和 33 年 11 月 21
日刑集 12 巻 15 号 3519 頁を参考にした。 
 本問において、A は、X が追死してくれると信じて、Ｘの準備した毒物を自ら嚥下している。
この場合の、A の自殺意思が有効か否かは、被害者の承諾における錯誤に基づく同意の有効性
に関する学説が重要となる。①殺人罪の成立を肯定する立場は、決定に重要な影響を与えるよ
うな重大な錯誤がある場合には、被害者の自殺意思を無効と解する（いわゆる重要な錯誤説）。
これに対して、②自殺関与罪の成立を認める立場は、本問のような場合は、被害者は自殺する
こと自体は理解しており、動機の錯誤のような場合にまで自殺意思の無効性を肯定するのは不
当だとして、法益侵害の有無や法益侵害の程度など、法益に関する錯誤がある場合にのみ意思
決定を無効と解する（いわゆる法益関係的錯誤説）。答案内では、A の自殺意思の有効性が論点
となっていることを明確に示した上で、問題が指示した通り、①及び②の見解について説明し
つつ、（最終的には一つの）Ｘの罪責を求めなければならなかった。 



 なお、①の説明の際には、さらに、Ａが自ら毒物を飲んだ行為が X の実行行為足り得るのか
（正犯性）についても、検討する必要があった。 
 
第２問 

本問は、いわゆる「誤振込み」に関わる金銭をめぐる財産犯の成否を問うものである。 

依頼人の過誤によって意図しない銀行口座に入金された金銭については、まずその「占有」
の所在が問題となる。これについては、民事判例である最判平成 8 年 4 月 26 日（民集 50 巻 5

号 1267 頁）を踏まえた刑事判例の最決平成 15 年 3 月 12 日（刑集 57 巻 3 号 322 頁）が重要
であり、これを支持するにせよ、あるいは異議を唱えるにせよ、その趣旨を正確に理解し、
本件 30 万円の「占有」の所在について十分に論じる必要がある。その上で、小問(1)～(3)に
関しては、適用されると考えられる財産犯の成立要件を丁寧に当てはめていくことが求めら
れている。判例と同様に当該 30 万円の占有をＰ銀行にあると解した場合には、(1)について
は詐欺罪（刑 246 条 1 項）が、(2)については窃盗罪（刑 235 条）が、(3)については電子計
算機使用詐欺罪（刑 246 条の 2）が成立すると考えられる。 

 
民法 
第 1 問 

本問の（１）は，いわゆる使用者責任（民法 715 条 1 項）の発生要件の１つである事業執
行性の意義，とりわけ事実的不法行為（交通事故）の事案におけるこの要件の意義如何につ
いて問う問題である。 

 本問の（２）は，従来，使用者責任の法的性質と関連させつつ論じられてきた被用者の使
用者に対する「逆求償」の可否について問う問題である。 

 
第２問 

（ １ ） 抵 当 権 設 定 前 の 従 物 に 抵 当 権 の 効 力 は 及 ぶ か 。 及 ぶ と す る と き の 根 拠 条 文 は 何 か

（ ８ ７ 条 ２ 項 か ３ ７ ０ 条 か ）。  

（ ２ ）抵 当 権 設 定 後 の 従 物 に 抵 当 権 の 効 力 は 及 ぶ か 。及 ぶ と す る と き の 根 拠 条 文 は 何 か 。

（ １ ） に お け る 理 解 と 整 合 性 が あ る か 。  
 
商法 
 問１は、取締役の監視義務について問うものである。取締役は会社に対して任務懈怠による
損害賠償責任を負うところ（会社法 423 条）、取締役会は取締役の職務執行の監督を行うので
（会社法 362 条 2 項 2 号）、これを適切に行わなければ任務懈怠となる。 
 本問では、取締役会に上程されていない事項が監視義務の対象となるかどうかにつき、取締



役はどのようなことをすることができるかなどの点から論じることが必要となる。 
 問２は株式譲渡自由とその制限についての制度趣旨を問うものである。前者については、投
下資本の回収の機会確保という点につき、なぜ譲渡による回収が重要かも含めて説明すること
が求められる。後者については、どういう会社において、どういう理由で株主の自由な交代を
制限する必要があるかを説明することが求められる。 
 
 
民事訴訟法 

問１は、自由心証主義（民訴 247 条）の意義についての基本的な理解を問うものである。具
体的には、証拠方法の選択および証拠の証明力の評価に関して、法定証拠主義と呼ばれる立場
といかなる差異があるかを具体的に指摘しつつ、自由心証主義の意義を説明することが求めら
れていた。 
 問２は、主に審判対象に関する処分権主義（民訴 246 条）と既判力の客観的範囲（民訴 114
条）の具体的な適用についての基本的な理解を問うものである。具体的には、設問中の債務不
存在確認の訴えの訴訟物がいかなるものであるかを踏まえた上で、前者に関しては、原告の設
定した審判対象を超えて原告に有利な判決をすることができるかについて、また、後者に関し
ては、「主文に包含するもの」（民訴 114 条 1 項）の意義を踏まえた上で、本件金銭債権のいか
なる範囲にいかなる内容の既判力が生じるかについて、および、「相殺をもって対抗した額」（同
2 項）の意義を踏まえた上で、本件反対債権のいかなる範囲にいかなる内容の既判力が生じる
かについて、論述することが求められていた。 
 
刑事訴訟法 

本問では，捜査の端緒となる職務質問の適法性について，条文上の根拠や内容，職務質問
遂行の要件を踏まえた上で，問題文の事実関係から法的評価に値する事実を抽出し，現行犯
逮捕の適法・違法を決定するための法的思考過程をみるために出題した。 

 
行政法 

問 1 は、勤務時間中に遊興行為に興じた市職員に対して懲戒権者である市長が地方公務員
法第 29 条に基づいて発動した懲戒免職処分が裁量行為であることを前提に、「懲戒免職処分
取消訴訟における違法性の判断枠組み（裁量権の逸脱濫用）についての基礎的知識の理解」
を問うとともに、問題冊子に添付された S 市職員懲戒処分の指針の法的性質とその内容を踏
まえながら、「本件事案において懲戒免職処分を発動した市長の裁量権行使が、いかなる点で
又は理由で、逸脱・濫用と言えるのか」に関する論証力、論理展開力を問うものである。 

 他方、問 2 は、取消訴訟の出訴期間経過後に処分の効力を争う方法（行政処分の無効主張



を行う際の訴訟類型）についての理解を問うものである。出訴期間の徒過により本件懲戒免
職処分の取消訴訟を提起できなくなった後において「処分の効力を否定する」ためには、処
分が「重大かつ明白な瑕疵」を帯びて取り消されるまでもなく当初から無効であったことを
主張することになるが、その場合に提起する訴訟としては、①行政事件訴訟法第 3 条第 4 項
が規律する抗告訴訟としての「無効等確認訴訟」の他、②「懲戒免職処分が無効であること
を前提とした公務員としての地位の確認の訴え（行政事件訴訟法第 4 条後段 公法上の（実
質的）当事者訴訟）が考えられる。問 2 は、①と②の訴訟の関係性を規定した行政事件訴訟
法第 36 条（無効等確認の訴えは・・・・処分の存否又はその効力の有無を前提とした現在の
法律関係に関する訴訟によって目的を達成することができない場合に限り、提起することが
できる。）の理解を問うものである。 

 


